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と産業造林事業面積）の統計データは［Kementerian Lingkungan Hidup dan Kehutanan 
2018: 145-146］，アブラヤシ農園面積の統計データは［Direktorat Jenderal Perkebunan 









































2014 年時のインドネシア全国の国営・民間企業のアブラヤシ農園面積は 633 万ヘクタール




































藤 2015: 68］。アブラヤシ農園面積と石炭生産量も一貫して増加しており，特に 2000 年以降
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の増加が著しい。アブラヤシ農園面積は，1990 年は 113 万ヘクタール，2000 年は 416 万ヘ
クタール，2010 年は 839 万ヘクタールと拡大してきた［Direktorat Jenderal Perkebunan 
2015: 3］。石炭生産量も，1990 年は 802 万トン［Biro Pusat Statistik 1990: 64］，2000
年は 6,711 万トン［Badan Pusat Statistik 2002］，2010 年は 3 億 2,533 万トン［Badan 
Pusat Statistik 2012: 71］と拡大している。2000 年以降の世界的な需要増加，特に中国と
インドの需要増加が，インドネシアにおけるアブラヤシ農園開発と石炭開発を拡大させてい
る。実際，インドネシアから中国へのパーム油輸出量は 4)，2002 年は 48 万トンであったが，
2015 年には 363 万トンに増加し，インドへのパーム油輸出量は，2002 年は 177 万トンであっ
たが，2015 年には 574 万トンに増加している［Badan Pusat Statistik (onlne) 2017a］。また，
インドネシアから中国への石炭輸出量は，2002 年は 663 万トンであった輸出量が，2015 年
には 8,257 万トンに増加し，インドへの石炭輸出量は，2002 年は 506 万トンであったが，
2015 年には 1 億 2,448 万トンに増加している［Badan Pusat Statistik (online) 2017b］。
2015 年のインドネシアの輸出額順の輸出品を確認すると，第 1 位がパーム油（全体の
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利益確保ために企業と交渉を行うようになった［河合 2011: 86-87; 永田・新井 2006: 56-
57］。インドネシア国内の NGO の活動が活発化し，先住民の反対運動・土地返還運動をサポー
トするようになった。NGO の活動に加え，スハルト政権崩壊後の 1999 年に組織されたアマ
ン（AMAN）の役割は重要である。アマンとは“aliansi masyarakat adat nusantara”の略
語で，日本語では群島慣習法社会同盟／インドネシア諸島慣習法社会同盟／ヌサンタラ慣習
法社会同盟などの用語に訳されている。アマンは，2017 年 3 月時でインドネシア全国の 2,366
の先住民コミュニティ，約 1,800 万人の先住民で構成されており［Aliansi Masyarakat 




5) 例えば，木材伐採に関しては 1967 年法律第 5 号「林業基本法」から 1999 年法律 41 号「林業法」へ
の改訂［井上 2004: 97-98］，石炭開発に関しては 1967 年法律 11 号「鉱業法」から 2009 年法律 4 号「鉱
物・石炭鉱業法」への改訂［寺内 2016: 44-45］，アブラヤシ農園開発に関しては 1996 年 786 号「農
園事業許可に関する農業大臣決定」から 1999 年 107 号「農園事業許可に関する農業大臣決定」への
























以上のようなタイミングで，1997 年から 1998 年にかけて，インドネシアで大規模森林火
災が発生した。大量の温室効果ガスが排出されることになったのである。この森林火災の主
な原因はアブラヤシ農園開発や産業造林開発の時に行われる火入れとされ，このころから企
業の開発に対する国際的な監視の目が厳しくなっていった［永田 2016: 26-28, 36］。
その後，途上国における森林減少・劣化の抑止が地球温暖化の抑止において重要であると
いう認識が世界に高まり，2005 年の第 11 回締約国会議にて「途上国の森林減少・劣化に由
来する排出削減（REDD）」が提案された 6)。REDD は森林減少・劣化由来の温室効果ガス排
出削減の成果に対して炭素クレジットを発効するという経済的インセンティブに基づく森林
6) REDD は“reducing emissions from deforestation and forest degradation in developing countries”
の略語である。
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保全策である。さらに 2007 年の第 13 回締約国会議にて従来の REDD に，森林炭素ストッ
クの保全，持続可能な森林経営，森林炭素ストックの向上を加えた「REDD+」が提案された。
この第 13 回締約国会議のホスト国となったのがインドネシアで，REDD+ はバリ行動計画と
して国際社会に提案されたのであった。インドネシアは国連機関が協働で進める UN-REDD
































［United Nations (Online) 2007b］。
2007 年に上述の宣言が採択される前にも，国際レベルで様々な先住民の権利保障に関する
取り組みがなされていた。1989 年には先住民の土地と水に関する権利の保障を盛り込んだ国
際労働条約（ILO 条約）第 169 号が成立した。また，国連によって 1993 年が「世界の先住
民の国際年」とされ，1995 年から 2004 年までが「世界の先住民の国際 10 年」，2005 年か






















運動が活発化していた状況で，インドネシア国内の NGO は国際 NGO と連携して，企業の
開発による先住民の人権侵害（土地収奪など）や熱帯林破壊の現状を国際社会に広く告発した。
7) JAPHAMA は“jaringan pembela hak-hak masyarakat adat”の略語である。
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として，木材生産に関しては FSC（forest stewardship council）認証制度，パーム油生産
に関しては RSPO（roundtable on sustainable palm oil）認証制度が存在する 8)。インドネシ
アの FSC 認証を取得した事業は，2018 年 9 月時では天然林伐採事業で 24 事業（約 280 万
ヘクタール）と産業造林事業で 8 事業（35.1 万ヘクタール）存在し［Forest Stewardship 
Council (online) 2018］， RSPO 認証面積は 2020 年 2 月時で 212.2 万ヘクタールに達してい
る［Roundtable on Sustainable Palm Oil (online) 2020］。企業のブランド価値を上げるた
めにも，こうした認証の取得が重要になっており，大企業が認証を取得している傾向がある。
ヨーロッパ諸国の政府・市民は，パーム油の生産現場（マレーシア・インドネシア）にお








な情報を事前に提供し，強要などなく自由意思に基づく同意（以下，FPIC：free, prior and 
informed consent）を求めることが明記されているが 9)，この FPIC は FSC 認証制度と RSPO
認証制度の原則・基準に含まれている。また，ILO 条約の内容も FSC 認証制度や RSPO 認
証制度の原則・基準に含まれている。仮に国家が同国連宣言や ILO 条約に反対し，批准して


















for Responsible Investment (online) 2020］。
環境・社会・企業統治のパフォーマンスが低い事業を行う企業から，すでに投資している
金融資産を引き揚げる「ダイベストメント（divestment）」も行われるようになっている。以下，




田 2017: 33-34］。このような投資リスクが現実になった事例も存在する。2017 年，RSPO
認証を取得しているパーム油企業 IOI 社が，RSPO 認証制度の基準に反する天然林伐採を行
い，認証を取り消された。これによって顧客のユニリーバ，ネスレ，花王などが IOI 社から




2018 年 12 月時点で，化石燃料関連企業への投資引き揚げを宣言した機関は 1000 社に達し，
宣言した機関投資家等の総資産額は 8 兆ドル（900 兆円）に上った。2013 年から 2018 年ま
での 5 年間で，宣言した機関投資家数は 5.5 倍，総資産額は 160 倍に増えている［環境金融
研究機構（online） 2020］。この分野で急激にダイベストメントが進んでいることがわかる。
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